石狩市公立小中学校事務職員第２７回学校間連携会議
２０１１年１１月１７日　
於：石狩市庁舎２０１号会議室
１．議長挨拶
２．経過報告
　　　　１０月２６日（木）
日刊連携会議87号（修学旅行費用調査について）
　　　　


「平成24年度石狩市教育予算要望書（担当分資料）」アップ

１０月２５日（木）
日刊連携会議88号（学校予算に関する調査について）
　　　　１１月１１日（金）
苫小牧市教育研究大会学校事務部会（事務局長出席）

３．協議題
（１）「学校評価」における事務部門評価充実に向けたとりくみについて　～　別紙１
（２）学校予算に関する調査（速報）について（交流）　～　別紙２
４．連絡事項

（１）修学旅行調査について、集計表の空欄を埋めてもらう方式で追加調査をしたいので後日送付します。

（２）「学校財政に関する調査」についても、後日PDFファイルで送信するので、各校印刷のうえ校内で回覧するなどしてください。
＜別紙１＞「学校評価」における事務部門評価充実に向けたとりくみについて
１．「学校評価」に関する調査・研究の経過
（１）１．学校評価を分析することの目的について（第１９回連携会議より）

　以前から現場で行われていた「年度末反省」は、平成１９年の学校教育法改正で「学校評価」として法的根拠を伴うことになり、学校教育法施行規則に規定する「自己評価」としてスタイルが新しくなりました。一方、「領域としての学校事務」の考え方においては当初から「調査・実態把握」→「企画」→「運用・展開」→「反省」という学校事務のサイクル化が提唱され、具体的とりくみがすすめられてきました。その意味では、自主的・創造的に私たちがとりくんできた「反省」が法的根拠をもつ「学校評価（内部評価）」に移行したことには若干の違和感はあるものの、この中で一年間の活動を振り返り、次年度へつなげていくというとりくみの主旨はこれからも生かしていかなくてはなりません。また、現実にそれぞれの学校が抱えている学校事務運営上の課題について各学校で交流することで、自校におけるとりくみの参考にすることも可能です。

（２）連携会議のとりくみ

　　

　連携会議では、2011年8月16日の夏季研修会において、この課題を検討するために、各学校に前年度の学校評価シートを提出してもらい、交流することとした。夏季研修会までに１１校から提出があり、事務局で評価項目を抽出して資料化し、比較検討を行った。

　交流の結果出された意見や、連携会議の分析をまとめた結果の概要は、以下のとおりである。

①内部評価を省力化して外部評価に一本化する傾向がみられる。本日の出席者のうち少なくとも４校は外部評価に一本化されており、「校内反省」に該当する反省が行われていない。
②Ｈ２１年ころ、教頭会の申し合わせとして「分掌毎の反省をやめて外部評価に一本化しよう」という動きがあったと聞いている。
③「いくつかの項目を定めておいて、『投票』してもらう」方式でよいのだろうか。評価の数値化にどんな意味があるのだろうか。
④項目が限定的で事務職員の仕事をカバーしていない。管理職からは「評価項目を少なく」という要請がある。
⑤運営計画がしっかりしていないと評価も見えてこない。
⑥評価項目が学校によって違いすぎる。教頭が評価項目を提示する学校、分掌毎に評価項目を検討し職員会議で評価項目自体を検討する学校、慣例で項目が固定している学校、と様々。事務部門についても項目が設定されず、自由記述となっている学校もある。
⑦見える仕事と見えない仕事の評価の違い、難しさ。事務職員や公務補に対する「ありがとう」の言葉。悪気はないのだろうが、誰に対して？私たちは子どもと学校のために仕事をしているのであって、「教師」のために仕事をしているのではない。
⑧学校間連携に対する評価の記述をみんなでとりくもう。ただし、連携業務を評価することは難しい。連携会議の論議を持ち帰って、学校でどう取り組んだかについて反省評価が必要では？
⑨連携会議のデータの意図的活用が大切。年度末反省は「改善すること」のあぶり出しである。
（３）今後のとりくみ

　①今日以降の職員会議等で、「学校評価」に関する議論が行われる場合は、学校評価における事務部門の評価の充実に関して意見反映する。

　②学校評価の事務部門の充実に関わっては、本年度の活動計画の項目が出来るだけ生きるように意見反映する。
　③連携事務局は、「学校評価」の状況について別途全校調査を実施し資料化を行い、さらに論議が深まるようにとりくむ。

＜別紙２＞学校予算に関する調査（速報）について

【速報値については当日配布します。】

交流の観点
①校内配分計画をしていない場合の予算執行のすすめ方。

②校内配分計画を職員会議で提案できない理由。

③全職員の要望をとりまとめることは可能か。

④毎月中間報告の具体的方法。

⑤配分の基本方針（運営計画に記載の場合を含む）の具体的記述内容。

⑥決算は3月がいいか、4月以降がいいか。
⑦その他






